
○ ⼟地改良事業は、農家からの申請と受益農家の３分の２以上の同意をもって実施することが原則。
◯ 農家の⾃発性を最⼤限に尊重する地域の発意に基づいた事業制度は、整備した施設の地域共同によ

る利⽤・管理の側⾯と併せ、⾏政主導である他の公共事業にはない特徴を有するもの。

5１ ⼟地改良事業の特性と果たしてきた役割
（２）⼟地改良事業の概要 ③⼟地改良事業の特性

 ⼟地及び⽔のつながりを有する⼀定の地域を定め、農家の申請を
もって事業を実施。

 受益者の３分の２以上の同意があれば、強制的に事業を実施し、
反対者からも負担⾦を徴収することが可能。

 地域全体の発展に向け、極⼒多くの合意が得られるよう話し合い
を繰り返すことにより、農村社会のコミュニティ機能が活性化。

河川整備基本方針案の作成

意見 審議会

河川整備計画原案の作成

河川整備計画案の作成

意見 学識経験者

意見 地方公共団体

意見公聴会

河川整備基本方針の決定

河川整備計画の決定

個別事業の実施

 事業完了後、整備された施設は、原則として⼟地改良区が管理し、
農家へ⽤⽔を供給(農家へのサービスを提供)。

 点(⽔源管理)、線(⽔路管理)、⾯(ほ場レベルの⽔管理)が⼀体と
なって初めて施設の効果(⾷料の安定供給、経済価値の創出等)が
発揮。

水
系
ご
と

末端水路

頭首工の管理

水路の分水操作

ほ場の水管理

点

線

⾯

⼟地改良区（農村コミュニティ）による施設の管理地域の発意に基づいた事業の実施

農
村
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

農家の発意

事業計画概要の公告・縦覧

3分の2以上の同意徴集

農林水産大臣に申請

事業の実施

協議 市町村長

協議 都道府県知事等専門技術者 意見

事業計画の公告

意見聴取地域住民

事業計画の確定

※国営⼟地改良事業の場合

█ ⼟地改良事業の実施の流れ █ 河川事業の実施の流れ（参考）

█ コミュニティによる地域資源の利⽤・管理



（参考）農村の特徴 ①農業⽣産と⽣活の場

資料︓国⼟交通省「国⼟統計要覧」、「⼟地⽩書」

注 ︓１） 「農業的利⽤」は、農⽤地⾯積（森林は含まな
い）、「都市的利⽤」は、宅地及び道路⾯積とした。

２） ⾼度成⻑期以前については、「国⼟統計要覧」に
おける昭和40年のデータより算出。

３） 現在については、「⼟地⽩書」における平成29年
のデータより算出。

資料︓国⼟交通省「⽇本の⽔資源」、「国⼟庁調べ」

注 ︓１） 「農業的利⽤」は、農業⽤⽔取⽔量、「都
市的利⽤」は、⼯業⽤⽔及び⽣活⽤⽔取⽔量
とした。

２） ⾼度成⻑期以前については、「国⼟庁調
べ」における昭和40年の取⽔量より算出。

３） 現在については、「⽇本の⽔資源の現況」
における平成28年の取⽔量より算出。

等

国土の保全

食料生産

の場

農業
⽣産
活動

⽣活
空間

農業上の⼟地利⽤･⽔利⽤が相当部分を占める地域

農村の位置付け

自然環境の保全

良好な景観の形成 文化の伝承

子どもの教育

一体となった場 二次的自然

79%
57%

21%
43%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

高度成長期以前 現在

【土地利用】

農業的利用 都市的利用

74% 68%

26% 32%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

高度成長期以前 現在

【水利用】

農業的利用 都市的利用

◯ 昨今の農村は、⾼度成⻑を通じた他産業の進出や混住化により、農業者中⼼という従来の特徴は薄
れているが、⼟地・⽔利⽤の⾯では、農地や農業⽤⽔といった農業⽣産要素が中⼼。

◯ 農村は、持続的な農業⽣産活動（経済）と豊かな⽣活の場（社会）、それらを包み込む豊かな⼆次
的⾃然環境が、コミュニティに⽀えられつつ調和的に融合した循環と共⽣の空間であり、⾷料⽣産の場
というだけでなく、国⼟や⾃然環境の保全等のためにも重要な存在。
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7

（参考）農村の特徴 ②多⾯的機能の発揮

洪⽔防⽌

⼟砂崩壊防⽌

⼟壌侵⾷(流出)防⽌

河川流況の安定

地下⽔涵養

⽣物⽣態系保全

伝統⽂化の保存

体験学習と教育

⽇本の原⾵景の保全

農業・農村の有する多⾯的機能

地域資源
（農地、⽔路、農道等）
の有効利⽤と適正な管理

農村コミュニティの
適切な維持

持続的な農業⽣産活動
地域社会の振興

⼈間性の回復（都市的緊張の緩和）

資料︓「地球環境・⼈間⽣活にかかわる農業及び多⾯的な機能の評価（⽇本学術会議）」（平成13年11⽉）を基農林⽔産省
農村振興局作成

◯ 農村は、持続的な農業⽣産活動を通じて、⾷料供給や地域経済活性化のみならず、国⼟保全、保健
休養といった広く国⺠が裨益する多⾯的機能を発揮する場でもある。

◯ こうした多⾯的機能を適切かつ⼗分に発揮させるには、地域資源（農地、⽔路、農道等）の有効利
⽤と適正な管理が⾏われるとともに、農村コミュニティが適切に維持されることにより、農業の持続的
な発展を図ることが重要。



○ ほ場整備による区画の拡⼤や排⽔改良に伴い農作業が機械化され、稲作労働時間は⼤幅に短縮。

8

１ ⼟地改良事業の⽬的と果たしてきた役割
（５）⼟地改良事業の効果 ①農地整備の効果（労働⽣産性の向上）

█ ⽔⽥の標準区画以上整備率と稲作労働時間 █ 事業実施前後の稲作労働時間の変化
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︵hr/10a

︶

⽔
⽥
の
標
準
区
画
以
上
整
備
率
︵
％
︶

35.4％
(S57)

2.4％
(S44)

51.2％
(H5)

59.3％
(H17)

146時間
(S38)

60時間
(S57)

40時間
(H5)

30時間
(H17)

24時間
(H30)

50万ha
(H17)

63万ha
(H27)

稲作労働時間

65.9％
(H30)

10ha以上経営体の
経営耕地⾯積

5ha以上経営体の
経営耕地⾯積

資料︓農林⽔産省「農業基盤情報基礎調査」、「農業経営統計調査」、「農林業センサス」

⽔⽥の標準区画
以上整備率

27万ha
(H17)

39万ha
(H27)

経
営
耕
地
⾯
積(万

ha）

資料：平成29、30年度完了地区（回答があった113地区）における担い手聴取調査（農林水産省農地資源課）及
び農林水産省「農業経営統計調査 米生産費統計（平成29、30年度）」に基づき作成

22.2

13.7

0.0

5.0

10.0

15.0
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25.0

事業前 事業後

稲作労働時間(hr/10a)

▲38.3％



46.7%

80.2%

56.2%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

事業前 事業後 全国平均（H30）

＋33.5
ポイント

◯ 担い⼿農家が耕作の依頼を断った理由の上位は「分散した農地だと借りることは困難」、「未整備
の農地だと借りることは困難」であり、これらに対応するには、農地の集積・集約化を促進する⼤区画
化等の条件整備が有効。

◯ また、平成30年度の農地整備完了地区の平均では、農地整備により、担い⼿への農地集積率が
33.5％向上。

9１ ⼟地改良事業の⽬的と果たしてきた役割
（５）⼟地改良事業の効果 ②農地整備の効果（農地の集積・集約化）

█ 農地整備による担い⼿への農地集積率の向上█ 担い⼿農家が多くの農地を受けられない理由

資料︓農林⽔産省調べ
注︓１） 担い⼿農家を、各都道府県の指導農業⼠及び公益社団法⼈農業法⼈協会会員の中から、無

作為におおむね30⼈（北海道にあっては93⼈）抽出し、計1,529⼈のうち、480⼈から回答
（回答率31％）（平成30（2018）年６⽉公表）

２） 地域でリタイア農家等の農地の出し⼿が増えたとき、それらの農地の多くについて⾃分や
地域の担い⼿が受けられると思うかとの問いに対し、あまり受けられないと思う等の回答を
した者のその理由

農地の集積・集約化
を促進するため、農
地の⼤区画化等の条
件整備を実施

資料︓農林⽔産省「農地中間管理機構の実績等に関する資料」（令和元年６⽉）、
農林⽔産省農村振興局調べ

注︓農地整備整備完了地区の値は、平成29、30年度完了地区（134地区）におけ
る実績

農地整備完了地区（H29、H30）



○ 基盤整備完了地区においては、⽔⽥の汎⽤化に伴い、⾼収益作物の作付⾯積が増加。
○ また、作付品⽬の選択の⾃由度の拡⼤等により、耕地利⽤率が向上。
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１ ⼟地改良事業の⽬的と果たしてきた役割
（５）⼟地改良事業の効果 ③農地整備の効果（作付品⽬の選択の⾃由度の拡⼤）

1,977 

2,351 

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400

事業前 事業後

約２割増加
（ha）

⽔⽥の汎⽤化によるタマネギの
作付け

⽔稲 タマネギ

資料︓農林⽔産省「⼟地改良⻑期計画実績把握調査」
注︓基盤整備完了地区（H28〜H30年度）196地区の合計

⾼収益作物
・野菜⽣産出荷安定法に基づく産地で栽培される指定野菜（ばれいしょ、ねぎ、にんじん等）
・果樹農業振興特別措置法に基づく計画に位置付けられた果樹（ぶどう、もも等） 等

＜⽔⽥の汎⽤化のイメージ＞

暗渠排⽔により⽔⽥の排⽔改良を⾏い
野菜を導⼊可能とする

資料︓農林⽔産省「⼟地改良⻑期計画実績把握調査」、農林⽔産省「平成29年農作物作
付(栽培)延べ⾯積及び耕地利⽤率」

注︓事業実施前後の値は基盤整備完了地区（H28〜H30年度）118地区の実績

91% 93%

115%

60%

80%

100%

120%

全国平均 事業前 事業後

22%
ポイント

※１︓⽥全体の利⽤率 ※２︓裏作が可能な地域（関東以⻄）の利⽤率

※１ ※２ ※２

現⾏⼟地改良⻑期計画
Ｒ２⽬標値 125％

█ 基盤整備完了地区（⽔⽥）の⾼収益作物 の作付⾯積 █ 基盤整備完了地区の耕地利⽤率
※



○ 基盤整備を契機として、地域の話合いを⾏い地域内農地の権利関係を整理し、農業法⼈等へ農地を
集約するなど荒廃農地を解消。

11１ ⼟地改良事業の⽬的と果たしてきた役割
（５）⼟地改良事業の効果 ④農地整備の効果（⼟地利⽤の秩序化、荒廃農地の解消）

基盤整備により荒廃農地を再⽣（埼⽟県秩⽗市）

兎⽥暮坪地区（埼⽟県秩⽗市）では、基盤整備により、荒廃農地を解消しつつ農地を集約。３社が新
規参⼊。地域特性を活かした加⼯品の開発･販売により、海外への進出やレストランの開設など、地域
経済が活性化。

うさぎだくれつぼ

兎⽥集落

暮坪集落

整備前
6.0%

0.2%
0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

全国計 ほ場整備完了地区

荒
廃
農
地
率(%

)
荒廃農地 33.2ha

受益⾯積 13,962.1ha

資料︓農林⽔産省「耕地及び作付⾯積統計」（平成30
年）、農林⽔産省農村振興局「荒廃農地の発⽣・
解消状況に関する調査」（平成30年）、農林⽔産
省農村振興局調べ

凡 例

水 田

畑

非農用地

整備後

基
盤
整
備

【営農規模】5.7ha
【経営体数】88⼾
【標準区画】10a
【 作 ⽬ 】

⽔稲︓3.1ha
ばれいしょ︓1.9ha
栗等︓0.7ha

【営農規模】17.8ha
【経営体数】法⼈3社、

個⼈経営農家
【標準区画】30a
【 作 ⽬ 】

⽔稲︓3.0ha
ぶどう︓2.0ha
⼤⻨︓1.0ha
エゴマ︓2.5ha
しゃくし菜︓1.0ha等

█ 基盤整備実施地区における荒廃農地の
発⽣状況

ワイン⽤ぶどう園

⼆条⼤⻨の栽培 ※地元農家による
契約栽培

エゴマほ場

資料︓農林⽔産省農村振興局調べ

注︓ほ場整備完了地区の荒廃農地率は、平成20年に
完了したほ場整備事業実施地区125地区（ほ場
整備事業が完了して約10年を経過した地区）の
事業実施主体への聞き取り調査（令和元年実
施）による。



○ 畑地かんがい施設の整備により、安定した⽤⽔供給ときめ細やかな⽔管理が可能となり、作物の収
量増と品質向上を実現。

○ 農道の整備により、輸送・通作時間の短縮等が図られ、営農経費の削減を実現。
○ これらの取組を通じた畑地・樹園地の⾼機能化を図ることにより、儲かる農業を実現。
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１ ⼟地改良事業の⽬的と果たしてきた役割
（５）⼟地改良事業の効果 ⑤農地整備による効果（畑地・樹園地の⾼機能化）

樹園地の⾼機能化を契機とした⾼品質みかんの⽣産（静岡県浜松市）

【整備前】
・⾕渓⽔や河川⽔を⼩型トラック等で園
地まで運搬し、農業⽤⽔として利⽤。

・傾斜地が多く、かん⽔や防除は⼿作業
で⾏われていたことから、規模拡⼤やみ
かんの品質向上が困難。

【整備後】
・かんがい施設が整備され、マルチドリップ
⽅式によるきめ細やかな⽔管理により、⾼
糖度みかん⽣産が実現。

スプリンクラーを使⽤した
散⽔・防除作業

マルチドリップ
かんがい

狭⼩な耕作道路

基
盤
整
備

効
果

⼈⼒が⾏うかん⽔防除作業
・農道整備により、スピードスプレーヤー

（SS)の導⼊数が⾶躍的に増加し、農薬
散布に係る労⼒が軽減。

スピードスプレーヤー(SS)8
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（台）＜スピードスプレーヤー導⼊台数＞
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2,437 
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（千円/ha）
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（百万円）

注︓ＪＡ三ヶ⽇より聞き取り（事業完了）

＜代表的⼤規模経営体の平均販売額の推移＞

＜営農経費＞

資料︓農林⽔産省農村振興局調べ



１ ⼟地改良事業の⽬的と果たしてきた役割
（５）⼟地改良事業の効果 ⑥基盤整備を契機とした農産物の輸出促進

13

⼟地改良地区での特産品輸出の展開（北海道帯広市）

●⻑いもの作付けに適した暗渠を積極的に導⼊することにより、
輸出先のニーズに合った⾼品質かつ⼤きなサイズの⻑いもを⽣産。

●あわせて、国際基準の⾷品安全・品質管理システムの導⼊等
の取組を推進することにより輸出を拡⼤。

（認証、承認）
【HACCP】平成20年度
【GI】平成28年10⽉
【SQF】平成29年4⽉
【輸出先】台湾（4億8,000万円）、アメリカ（5億7,600万円）等

海外需要に応じた⻑いも⽣産による輸出促進

○ 排⽔路や暗渠排⽔の整備による排⽔改良により、地下⽔位を低下させ、国内外の市場ニーズに応じ
た形状の⻑いもの⽣産を実現。

○ ⽣産された⻑いもは、国際基準の⾷品安全・品質管理システムの導⼊やブランド化等の輸出促進の
取組を推進することにより、台湾等のアジア市場及び⽶国への輸出を拡⼤。

⼗勝川⻄⻑いも

資料︓農林⽔産省農村振興局調べ

【整備後】
・⻑いもの形状に応じた深層暗渠により、
収量や品質が向上。

・隣接するJAとの連携のもと、作付⾯積
と⽣産量を向上させ、全国最⼤規模の
産地を形成

【整備前】
・地域内に未整備の農地が多く
存在。

・排⽔不良により、作物の根腐
れ等の⽣育不良が発⽣。

⽣育不良な⻑いも

暗渠排⽔施⼯前の排⽔不良農地

普通畑の暗渠 ⻑いも畑⽤暗渠

１
ｍ
弱

１.5
ｍ

程度

＜⻑いもの単収＞

品質が向上した⻑いも

＜⼗勝川⻄⻑いもの 海外輸出の状況＞

基
盤
整
備

輸
出
促
進

注︓売り上げはH27年産のもの




